
1.補正予算案議会上程予定日

2.予算規模

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別

補正号数

第９号

第３号

第３号

第２号

第１号

第１号

第２号

第１号

4.概要

5.補正予算の主な内容

 (1) 一般会計

ア．歳入

補正予算額

127,227

13,474

39,256

△ 1,731

森林環境譲与税

森林環境譲与税 13,474 財政課

100.00%

補正後の額

28,698,336

114.93%

今回補正額

529,503

123,800 128,269 △ 16,060 112,209

当初予算

584,975

総　　　　　　　計
42,221,738

100.00%

山吉田財産区特別会計 10,806 10,806

当初予算

24,970,000

0.86%

2.12%

100.01%

0

1,303 12,109
作手財産区特別会計 15,174 16,397 10,638 27,035

市税 市税

市民税（個人） 75,410 税務課

6,551,723

101.13%

100.01%

46,024,091

7,379

2,578,047

1,739,119

　令和７年度　愛知県新城市の補正予算案の概要（No.９）　　

令和8年2月25日

会　　計　　区　　分

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

28,168,833

補正前の額

112.81%

10,774,032 10,774,032
企　　　業　　　会　　　計

単位：千円

6,478,698

100.00%

6,496,251

100.27%

55,472

24,970,000

国民健康保険診療所特別会計

45,439,116

107.63% 1.39%

10,773,040

109.01%

28,168,833
国民健康保険事業特別会計 4,507,200

会　計　区　分

一般会計

単位：千円
補正後の額

28,698,336

今回補正額補正前の額

529,503

4,502,364 996 4,503,360

0.00%

584,975

100.00%

中宇利財産区特別会計 6,510 6,510 869

後期高齢者医療特別会計 1,670,100 1,681,393 57,726

水道事業会計 2,578,047 2,578,047 0

　今回の補正予算案は、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネルギー・食料品価
格等の物価高騰の影響を受ける市民や事業者等への支援を行う。また、第４四半期に入り本年度の歳入見
通し及び歳出事業の執行見込みを行い、その予算額の調整を行うとともに、令和８年度に予定している事
業等の一部前倒しを行い、市民サービスの早期向上を図るために編成した。
　予算補正を行う会計は、８会計である。
・一般会計
・国民健康保険事業特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・国民健康保険診療所特別会計
・中宇利財産区特別会計
・山吉田財産区特別会計
・作手財産区特別会計
・水道事業会計

単位：千円

　①歳入歳出予算補正

新城北設ごみ処理広域化施設整備負担金 △ 1,731 生活環境課

歳入の区分 主な歳入内容 担当課

分担金及び負担金 負担金

総　　　　　計

固定資産税 51,817 税務課

地方譲与税

株式等譲渡所得割交付金 株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金 39,256 財政課
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補正予算額

345,824

△ 6,169

1,005

100

△ 21,325

19,942

11,900

529,503

 イ．歳出

補正予算額

125,713

△ 2,000

52,100

1,005

170

46

11,521

△ 2,783

169

△ 718

△ 2,002

県支出金 県負担金

国民健康保険基盤安定等負担金 3,526 保険医療課

保育所等給食費軽減対策支援金 312 こども未来課

県補助金

後期高齢者医療保険基盤安定等負担金 △ 5,517 保険医療課

特別支援教育就学奨励費補助金 122 教育総務課

システム標準化改修補助金 △ 1,518

医療扶助費等負担金 7,772 福祉課

国民健康保険基盤安定等負担金 1,966 保険医療課

歳入の区分 主な歳入内容 担当課

国庫支出金 国庫負担金

新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金（過年度分） 122 健康課

国庫補助金

公立学校情報機器整備費補助金（中学校費） △ 890 学校教育課

市民課

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 339,656 企画調整課

公立学校情報機器整備費補助金（小学校費） △ 1,903 学校教育課

中山間地域等直接支払交付金 △ 4,490 農業課

財産収入 財産運用収入

教育費寄附金 100 学校教育課

繰入金 基金繰入金

職員退職手当基金利子 1,005 秘書人事課

寄附金 寄附金

財政調整基金繰入金 △ 21,425 財政課

諸収入 雑入

みんなのまちづくり基金繰入金 100 企画調整課

市債 市債

地域公共交通確保維持改善事業費収入 19,896 公共交通対策課

46 産業政策課東三河ドローン・リバー構想推進協議会負担金

歳入合計

単位：千円
事業名 主な事業内容 担当課

農地防災事業 900 財政課

公共土木施設小災害復旧事業 4,300 財政課

人件費（一般管理費） 職員手当の調整 秘書人事課

地域高規格道路等補助事業 4,700 財政課

農地環境整備事業 2,000 財政課

広報活動事業 事業費確定による減 秘書人事課

（総務費）

普通財産管理事業 廃タイヤ等処分手数料及び防草シート等購入費 資産管理課

旧黄柳野小学校管理事業 光熱水費の増 産業政策課

減債基金積立事業 減債基金への積立 財政課

退職手当基金積立事業 退職手当基金積立金の増 秘書人事課

公共バス運行事業 運行経費の増、運賃収入見込みの減による補助金等の増 公共交通対策課

徴収管理事業 住民情報システム改修見送りによる委託料の減 債権管理室

人件費（戸籍住民基本台帳
費）

職員手当の調整 秘書人事課

戸籍住基管理事業
事業費確定による減及び国の補正予算に伴う附票システム
等の改修の前倒し

市民課

住民基本台帳ネットワーク
システム管理事業

事業費確定による減 市民課

循環型社会形成推進交付金 9,185 生活環境課

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 △ 12,546 公共交通対策課

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 1,878 市民課

生活保護適正実施推進事業補助金 1,980 福祉課
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補正予算額

1,078

△ 32,538

80

1,007

7,301

△ 7,356

△ 2,000

469

1

△ 5,000

205

295

1,980

10,363

△ 2,049

343

2,934

4,735

△ 7,106

13,095

6,490

△ 1,204

4,304

18,201

335,909

△ 5,796

1,443

900

2,000

169

11,228

262

△ 2,000

△ 6,864

△ 2,000

16,124

144

1,451

2,286

コンビニ交付推進事業 国の補正予算に伴うコンビニ交付システム改修の前倒し 市民課

人件費（社会福祉総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

しんしろ福祉会館管理事業 非常灯機器取替工事 福祉課

（民生費）

新城市長選挙・新城市議会
議員一般選挙執行事業

事業費確定による減 行政課

国民健康保険事業特別会計
繰出金

国民健康保険事業特別会計の歳入調整等に伴う増 財政課

事業名 主な事業内容 担当課

児童手当支給事業 過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金 こども未来課

職員手当の調整

後期高齢者医療特別会計繰
出金

後期高齢者医療特別会計の歳入調整等に伴う減 財政課

人件費（児童福祉総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

保育所等給食費軽減対策支
援事業

物価高騰の影響を受ける小規模保育事業所に対する給食費
の補助

こども未来課

人件費（保育所費） 秘書人事課

人件費（生活保護総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

児童館運営事業 光熱水費の増 こども未来課

健康診査事業 事業費確定による減 健康課

すこやか子育て事業 過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金 こども家庭センター

生活保護一般事務経費
生活保護基準引下げ処分取消等請求訴訟の最高裁判決を受
け今後必要となる扶助費の追加支給のためのシステム改修
委託料

福祉課

扶助事業 医療扶助費の増 福祉課

（衛生費）

温暖化対策推進事業 事業費確定による減 環境政策課

県営農地環境整備事業 県営事業増額による市負担金の増 農業課

人件費（林業総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

都市計画課

（消防費）

新城北設ごみ処理広域化施
設整備事業

事業費確定による減及び財源更正 生活環境課

予防接種事業 過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金 健康課

休日診療所運営事業 歯科検診台等の更新 地域医療支援センター

国民健康保険診療所特別会
計繰出金

国民健康保険診療所特別会計の事業費の執行見込みによる
繰出金の増

財政課

し尿等下水道投入施設管理
事業

光熱水費の増 生活環境課

クリーンセンター管理事業 可燃性粗大ごみ切断機修繕 生活環境課

森づくり基金積立事業 事業費確定見込み及び歳入増による積立金の増 森林課

（農林水産業費）

人件費（農業土木費） 職員の異動に伴う人件費の調整 秘書人事課

粗飼料価格高騰対策支援事
業

市内の牛及び山羊飼養農家へ粗飼料価格高騰分に対する臨
時給付金の給付

農業課

食料品等高騰対策支援事業 食料品の物価高騰対策として全市民に対する商品券の発行 農業課

中山間地域等直接支払事業 事業費確定による減 農業課

老朽ため池等整備事業 県営事業増額による市負担金の増 農業課

職員の異動に伴う人件費の調整人件費（林業土木費） 秘書人事課

人件費（土木総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

代替地管理事業 幽玄川改修工事に伴う土地開発公社への補助金 用地開発課

市観光協会支援事業 補助金の減 観光課

（商工費）

人件費（商工総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

（土木費）

都市計画一般事務経費 まちづくり推進室等土地使用賃借料確定に伴う賃借料の増 都市計画課

都市公園等管理事業 城北東部公園滑り台修繕及び緑地管理業務委託料の増

防災行政無線保守管理事業 戸別受信機購入費の増 防災対策課
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補正予算額

100

1,629

277

3,224

372

66

0

408

1,072

0

47

△ 1,000

190

366

231

253

5,079

683

213

526

△ 3,448

△ 17,229

△ 1,884

△ 15,777

529,503

　② 繰越明許費補正

追加内容 単位：千円

公共土木施設小災害復旧事
業

財源更正 土木課

鬼久保ふれあい広場管理事
業

プール清掃機の購入 生涯共育課

史跡長篠城跡整備事業 保存館駐車場移転候補予定地の不動産鑑定及び物件調査 生涯共育課

教育支援センター推進事業

就学援助事業（小学校費） 支給対象者の増による扶助費の増 教育総務課

就学奨励事業（小学校費） 支給対象者の増による扶助費の増 教育総務課

あすなろ教室への寄付金を活用した備品等の購入 学校教育課

小学校管理事業 学校空調用プロパンガスの使用量増加による燃料費の増 教育総務課

（教育費）

スクールバス等運営事業 修繕料及びバス運行経費の増額等による補助金の増 教育総務課

教育指導一般事務経費 派遣指導主事負担金の増 教育総務課

事業名 主な事業内容 担当課

ＩＣＴ活用教育推進事業
（小学校費）

次期使用端末の仕様確定による児童用イヤホンの購入及び
財源更正

学校教育課

人件費（少人数学級編成推
進事業）

職員手当等の調整 秘書人事課

文化財保護事業
文化財看板修繕費の増
東照宮消防設備修繕補助金

生涯共育課

中学校管理事業 学校空調用プロパンガスの使用量増加による燃料費の増 教育総務課

人件費（社会教育総務費） 職員手当の調整 秘書人事課

ＩＣＴ活用教育推進事業
（中学校費）

財源更正 教育総務課

少人数学級編成推進事業 会計年度任用職員の任用の減 学校教育課

長篠城址史跡保存館管理事
業

屋根の草木除去 生涯共育課

鳳来寺山自然科学博物館管
理事業

AEDの更新 生涯共育課

歳出合計

学校プール運営事業 事業費確定による減 学校教育課

市民スポーツ振興事業 スポーツ推進委員報酬の増 生涯共育課

学校給食共同調理場運営事
業

事業費確定等による減 学校給食課

（公債費）

つくで交流館管理事業 光熱水費の増 作手・地域課

市債償還事業（元金） 元金償還金の減 財政課

市債償還事業（利子） 利子償還金の減 財政課

（災害復旧費）

1,078

5,148

857

２ 総務費 ３ 戸籍住民基本台帳費 コンビニ交付推進事業

４ 衛生費 １ 保健衛生費 生活排水処理基本計画策定事業

４ 衛生費 １ 保健衛生費 休日診療所運営事業 4,735

４ 衛生費 １ 保健衛生費 訪問看護事業

款 項 事業名 金額

２ 総務費 ３ 戸籍住民基本台帳費 戸籍住基管理事業 3,504

６ 農林水産業費 １ 農業費 農業経営近代化施設整備事業 10,634

６ 農林水産業費 １ 農業費 食料品等高騰対策支援事業 335,909

６ 農林水産業費 ３ 林業費 小規模林道事業（改良） 18,250

６ 農林水産業費 ３ 林業費 農山漁村地域整備交付金事業（舗装） 48,400

１０ 教育費 ４ 社会教育費 長篠・設楽原の戦い４５０年記念事業 1,238

９ 消防費 １ 消防費 防災行政無線保守管理事業 16,335

１０ 教育費 ４ 社会教育費 史跡長篠城跡整備事業 5,079

１０ 教育費 ２ 小学校費 小学校管理事業 1,381

ＩＣＴ活用教育推進事業
（小学校費）

財源更正 教育総務課
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変更内容 単位：千円

　③ 債務負担行為補正

追加内容 単位：千円

変更内容 単位：千円

　④ 地方債補正

変更内容 単位：千円

　※財源更正

ＩＣＴ活用教育推進事業（中学校費）
（学校教育課）

歳入： 公立学校情報機器整備費補助金 △581千円

          

１１ 災害復旧費 １ 農林施設災害復旧費 農地農業用施設災害復旧事業 9,900

１１ 災害復旧費 １ 農林施設災害復旧費 農地農業用施設小災害復旧事業 4,268

款 項 事業名
金額

変更前 変更後

４ 衛生費 ２ 清掃費 クリーンセンター管理事業 12,810 19,300

事項 期間 限度額

警備業務委託料（しんしろ斎苑）
令和８年度から

令和１２年度まで
1,785千円に物価変動等に
よる増減額を加算した額

火葬施設保守点検業務委託料
令和８年度から

令和１２年度まで
1,620千円に物価変動等に
よる増減額を加算した額

病院賠償責任保険料 令和８年度 145

斎場予約システム賃借料
令和８年度から

令和１２年度まで
5,280

作業用機器保守点検委託料（資源集積センター） 令和８年度 2,057

令和８年度から
令和１２年度まで

廃棄物収集業務委託料 令和８年度 139,416

ごみ処理施設運転管理委託料（クリーンセンター）
1,127,500千円に物価変動等
による増減額を加算した額

17,330令和８年度資源物収集委託料（新城・鳳来地区）

水道事業会計出資金 令和８年度 9,405

焼却灰処理業務委託料（クリーンセンター） 令和８年度 52,421

汲取業務委託料 令和８年度 38,223

項目
限度額

補正前 補正後

事項 期間
限度額

変更前 変更後

地域子育て支援補償保険料 令和８年度 49 50

老朽ため池等整備事業 3,500 4,400

公共土木施設小災害復旧事業 13,900 18,200

地方債合計 2,032,600 2,044,500

ＩＣＴ活用教育推進事業（小学校費）
（教育総務課）

歳入： 公立学校情報機器整備費補助金 △669千円

          

ＩＣＴ活用教育推進事業（小学校費）
（学校教育課）

歳入： 公立学校情報機器整備費補助金 △1,234千円

          

ＩＣＴ活用教育推進事業（中学校費）
（教育総務課）

歳入： 公立学校情報機器整備費補助金 △309千円

          

地域高規格道路等補助事業 95,100 99,800

豊橋新城スマートIC（仮称）整備事業
歳入： 地域高規格道路等補助事業 4,700千円

          

公共土木施設小災害復旧事業
歳入： 公共土木施設小災害復旧事業 4,300千円

          

県営農地環境整備事業 20,400 22,400

款 項 事業名 金額
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（2）国民健康保険事業特別会計

　① 歳入

補正予算額

△ 698

△ 1,360

3,054

996

　② 歳出 単位：千円

補正予算額

6

1,320

△ 330

996

（3）後期高齢者医療特別会計

　① 歳入

補正予算額

65,082

△ 7,356

57,726

　② 歳出 単位：千円

補正予算額

57,726

57,726

保険者努力支援分 △ 368 保険医療課

特別調整交付金分 △ 330 保険医療課

基金繰入金

国民健康保険事業基金繰入金 △ 8,661 保険医療課

単位：千円
歳入の区分 主な歳入内容 担当課

繰入金 他会計繰入金

保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 3,391 保険医療課

財政安定化支援事業繰入金 △ 20 保険医療課

未就学児均等割保険税繰入金 △ 227 保険医療課

産前産後保険税繰入金 250 保険医療課

保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 3,907 保険医療課

県支出金 県補助金

歳入合計

繰越金 繰越金

前年度繰越金 3,054 保険医療課

事業名 主な事業内容 担当課

（諸支出金）

国県支出金返還経費 過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金 保険医療課

（保健事業費）

特定健康診査事業 過年度分事業費の確定精算に伴う県支出金の返還金 健康課

国民健康保険診療所特別会
計繰出金

事業費確定による繰出金の減 保険医療課

歳出合計

単位：千円
歳入の区分 主な歳入内容 担当課

後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料

特別徴収保険料 23,426 保険医療課

普通徴収保険料 41,656 保険医療課

繰入金 一般会計繰入金

保険基盤安定繰入金 △ 7,356 保険医療課

歳入合計

事業名 主な事業内容 担当課

（後期高齢者医療広域連合納付金）

後期高齢者医療広域連合納
付事務事業

徴収対象保険料等の増による保険料負担金の増 保険医療課

歳出合計
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（４）国民健康保険診療所特別会計

① 歳入 単位：千円

補正予算額

△ 28,760

△ 65

12,765

△ 16,060

② 歳出 単位：千円

補正予算額

△ 164

△ 330

△ 15,145

△ 421

△ 16,060

（５）中宇利財産区特別会計

　① 歳入 単位：千円

補正予算額

1,320

549

△ 1,000

869

　② 歳出 単位：千円

補正予算額

869

869

諸収入 雑入

雑入 549 資産管理課

管理会費 管理会委員報酬及び積立金の増 資産管理課

歳出合計

歳入合計

事業名 主な事業内容 担当課

（管理会費）

へき地医療対策推進費補助金 △ 65 作手診療所

一般会計繰入金 13,095 作手診療所

基金繰入金 △ 1,000

財産収入 販売売払収入

土地売払収入 1,320 資産管理課

歳出合計

診療事業 医薬材料費等の減 作手診療所

健康診査事業 医薬材料費の減 作手診療所

へき地医療推進事業 執行見込みに伴う減 作手診療所

診療事業 事業費確定による減 作手診療所

事業名 主な事業内容 担当課

（総務費）

（医業費）

一部負担金収入 △ 3,024 作手診療所

繰入金 繰入金

財政調整交付金 △ 330 作手診療所

歳入合計

その他診療収入 △ 284 作手診療所

その他診療収入

診療所人間ドック △ 716 作手診療所

県支出金 県補助金

後期高齢者医療保険診療収入 △ 15,643 作手診療所

歳入の区分 主な歳入内容 担当課

診療収入 外来収入

国民健康保険診療収入 △ 2,972 作手診療所

はり治療収入 △ 204

繰入金 基金繰入金

資産管理課

作手診療所

各種予防接種 △ 3,015 作手診療所

検診事業 △ 429 作手診療所

作手診療所

介護保険診療収入 △ 843 作手診療所

社会保険診療収入 △ 1,630

歳入の区分 主な歳入内容 担当課
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（６）山吉田財産区特別会計

　① 歳入 単位：千円

補正予算額

1,303

1,303

　② 歳出 単位：千円

補正予算額

1,303

1,303

（７）作手財産区特別会計

　① 歳入 単位：千円

補正予算額

395

6,863

3,380

10,638

　② 歳出 単位：千円

補正予算額

10,638

10,638

（８）水道事業会計

　① 債務負担行為補正

追加内容 単位：千円

歳出合計

財産収入 財産運用収入

土地貸付収入 395 資産管理課

繰越金 繰越金

前年度繰越金 6,863 資産管理課

事業名 主な事業内容 担当課

（管理会費）

管理会費 積立金の増 資産管理課

歳入合計

歳入の区分 主な歳入内容 担当課

資産管理課

諸収入 雑入

雑入 3,380 資産管理課

雑入 1,303 資産管理課

期間 限度額

上下水道料金システム改修事務委託料 令和８年度

歳出合計

事業名 主な事業内容 担当課

（管理会費）

管理会費 積立金の増

歳入合計

9,405

事項

歳入の区分 主な歳入内容 担当課

諸収入 雑入
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新城市の経済支援策が決まりました 

国の「重点支援地方交付金※」を活用した 

■食料品等高騰対策支援事業 

１人につき７，０００円の商品券をお届けし

ます。商品券は令和８年５月頃発送し、６月から

利用開始の予定です。 

令和 7 年度３月補正予算 

事業費 ３３５，９０９千円 

商品券を全市民にお届けします 

令和８年度当初予算 

水道料金の基本料金を免除します 

■水道事業会計出資金 

令和８年 12 月期分と令和９年２月期分の水道

料金の基本料金を免除します。なお、使用した水

量にかかる料金や下水道等使用料は免除の対象

ではありません。 

事業費 １６３，０６５千円 

令和８年度当初予算 

市内小中学生の学校給食費の負担軽減を行います

■学校給食共同調理場運営事業 

事業費 １１１，３２１千円 事業費 ７９，１１６千円 

【小学校】 【中学校】 

市内小学校の令和８年度学校給食費無償化

の実施にあたり、国が負担する分だけでは不

足額が生じるため、この部分を市で負担し、無

償化を実施します。 

（財源：重点支援地方交付金 ３２１，３２０千円 、 

一般財源 １４，５８９千円） 

（財源：重点支援地方交付金 １６３，０６５千円） 

（財源：公立学校給食費負担軽減補助金 ９５，７５２千円、

重点支援地方交付金 １５，５６９千円） 

（財源：重点支援地方交付金 １３，８４６千円、 

一般財源 ６５，２７０千円） 

市内中学校の令和８年度学校給食費のうち、物

価高騰による食材費の値上げ分（令和７年度３０

円、令和８年度４０円の計７０円分）を公費負担し

ます。（学校給食費の１食単価は、４００円、保護

者負担は３３０円になります。） 

《問合せ》農業課 0536-23-7632 《問合せ》上下水道部 経営課 0536-23-7645 

《問合せ》学校給食課 0536-22-9906 

※令和７年 11 月 21 日に閣議決定された国の補正予算第 1 号「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した事業になります。 

《その他、総合的な問合せ》企画調整課 0536-23-7620 
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